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(百万円未満切捨て)

１．2027年１月期第１四半期の業績（2026年２月１日～2026年４月30日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年１月期第１四半期 11,059 14.2 1,183 11.6 1,206 11.6 854 17.2

2026年１月期第１四半期 9,685 27.0 1,060 39.8 1,081 41.1 728 39.0

１株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年１月期第１四半期 43.36 －

2026年１月期第１四半期 37.17 －

当社は、2025年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。そのため、前事業年度の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を算定しております。

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2027年１月期第１四半期 17,680 10,534 59.6 534.77

2026年１月期 18,282 10,129 55.4 514.21
(参考) 自己資本 2027年１月期第１四半期 10,534百万円 2026年１月期 10,129百万円

当社は、2025年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。そのため、前事業年度の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産を算定しております。

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年１月期 － 0.00 － 23.00 23.00

2027年１月期 －

2027年１月期(予想) 0.00 － 30.00 30.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無

３．2027年１月期の業績予想（2026年２月１日～2027年１月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 22,439 13.2 1,995 1.9 2,046 2.2 1,393 1.3 70.74

通期 48,361 12.5 5,184 10.8 5,300 9.4 3,630 △1.6 184.30

(注)直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、添付資料Ｐ．７「２．四半期財務諸表及び主な注記（３）四半期財務諸表に関する注記事
項（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）」をご覧ください

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2027年１月期１Ｑ 20,112,800株 2026年１月期 20,112,800株

② 期末自己株式数 2027年１月期１Ｑ 413,104株 2026年１月期 413,104株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2027年１月期１Ｑ 19,699,696株 2026年１月期１Ｑ 19,603,634株

（注１）期末自己株式数及び期中平均株式数の算定上控除する自己株式数には、「株式給付信託（BBT）」に係る信
託財産として「株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）」が保有する当社株式が含まれています。
（注２）当社は、2025年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。そのため、前事業年度
の期首に当該株式分割が行われたと仮定して期末発行済株式数、期末自己株式数及び期中平均株式数を算定しており
ます。

※ 添付される四半期財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ：無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断
する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は
様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注
意事項等については、添付資料Ｐ.３「１．経営成績等の概況 （３）業績予想などの将来予測情報に関する説明」
をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、デジタル関連企業や輸出関連企業を中心とした企業収益の改善、

所得環境の改善や雇用情勢の安定、設備投資の増加などを背景に、緩やかな回復基調で推移いたしました。一方

で、中東情勢の緊迫化による地政学リスクの高まりや物価上昇に伴う個人消費への影響、米国の通商・金融政策

や国内長期金利の上昇などにより、先行きは依然として不透明な状況が続いております。

外食産業におきましては、価格改定による客単価の上昇などにより、業績は回復傾向で推移いたしました。一

方で、物価高騰の長期化、人材確保に伴う求人費・人件費の上昇、中東情勢の影響によるエネルギーコストや消

耗品価格の上昇などにより営業関連コストの増加が続いており、依然として厳しい事業環境が続いております。

こうした状況のもと、当社は「300店舗・47都道府県への店舗展開」という経営ビジョンの実現に向け、それに

ふさわしい企業体制の構築を目指し、全店直営、店内調理、24時間営業を基本とする営業スタイルのもと、更な

る企業規模の拡大と企業価値の向上に向けて取り組んでおります。

当第１四半期の主な取り組みは以下のとおりであります。

①売上及び利益の獲得に向けた施策

山岡家公式アプリ会員に対し、週単位での全会員向けクーポンに加え、ポイントランク別クーポンやポイント

交換用クーポンを配信することで訴求効果を高め、来店客数の増加に努めました。４月末時点の会員数は、期初

から18万人増加し約202万人となりました。期間限定商品につきましては、各ラーメン業態の特徴を生かした独自

性のある商品を販売し、来店動機の向上を図ることで売上増加に寄与いたしました。また、売上拡大に向け、店

舗設備の刷新を目的として、ラーメン山岡家阿見店を移転するとともに、旧店舗を改装し味噌ラーメン山岡家へ

業態転換いたしました。

②ＱＳＣ（商品の品質、サービス、清潔さ）の向上

仕込み技術のスペシャリスト育成に向け、技能検定の実施やスープ講習を計画的に進め、商品品質の維持・向

上に取り組みました。また、スーパーバイザーによる商品提供オペレーションの確認徹底や案内業務の確認に対

する指導及び衛生管理に関する基本業務の周知徹底を実施し、サービス面及び衛生面の強化を図りました。

③人材の確保及び育成

今後の出店及び既存店の人員体制強化に向け、新卒・中途採用並びにパート・アルバイトからの社員登用を積

極的に推進いたしました。また、研修体制の充実を図り、店長候補者の育成及び正社員定着率の向上に取り組む

ことにより、店舗における適正な人員配置の実現を推進いたしました。更に、各エリアにおいて店舗従業員の指

導にあたるトレーナーの配置を進めるため、トレーナー育成のための研修を実施いたしました。

当第１四半期につきましては、香川県高松市への初出店を含め、関東エリア１店舗、四国エリア１店舗、九州

エリア１店舗の計３店舗を出店いたしました。その結果、当第１四半期末における店舗数は198店舗となり、32都

道県へ進出いたしました。

これらの取り組みにより、既存店売上高は49ヶ月連続で前年を上回り、当第１四半期累計期間の売上高は

11,059,542千円(前年同期比14.2％増)、経常利益は1,206,543千円(同11.6％増)、四半期純利益は854,125千円(同

17.2％増)となり、第１四半期における売上高及び各利益ともに過去最高となりました。
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（２）当四半期の財政状態の概況

（資産）

当第１四半期会計期間末における総資産は、17,680,775千円と前事業年度末と比較して602,208千円の減少とな

りました。増減の主な内訳は、現金及び預金684,672千円の減少、店舗食材145,099千円の減少、有形固定資産

281,284千円の増加であります。

（負債）

当第１四半期会計期間末における負債は、7,146,056千円と前事業年度末と比較して1,007,087千円の減少とな

りました。増減の主な内訳は、買掛金350,140千円の増加、未払金523,963千円の減少、未払法人税等386,854千円

の減少、長期借入金(１年内を含む)158,050千円の減少であります。

（純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産は、10,534,719千円と前事業年度末と比較して404,879千円増加いたし

ました。増減の主な内訳は、四半期純利益の計上等による利益剰余金395,981千円の増加であります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

当期の予想につきましては、前回発表（2026年３月16日）の通期業績予想に変更はありません。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2026年１月31日)

当第１四半期会計期間
(2026年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,187,584 5,502,911

売掛金 1,318,886 1,256,326

店舗食材 1,848,344 1,703,244

仕掛品 30,173 47,686

原材料及び貯蔵品 108,048 106,466

前払費用 209,993 192,067

その他 140,450 44,777

流動資産合計 9,843,482 8,853,479

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 3,457,251 3,654,093

構築物（純額） 732,123 770,730

土地 1,657,767 1,657,177

建設仮勘定 292,536 328,925

その他（純額） 575,581 585,617

有形固定資産合計 6,715,260 6,996,544

無形固定資産

その他 137,005 213,744

無形固定資産合計 137,005 213,744

投資その他の資産

投資有価証券 88,666 101,620

敷金及び保証金 569,727 576,345

保険積立金 286,866 289,177

繰延税金資産 544,475 540,419

その他 97,499 109,444

投資その他の資産合計 1,587,235 1,617,007

固定資産合計 8,439,501 8,827,295

資産合計 18,282,983 17,680,775
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(単位：千円)

前事業年度
(2026年１月31日)

当第１四半期会計期間
(2026年４月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,083,265 1,433,406

１年内返済予定の長期借入金 493,430 451,628

１年内償還予定の社債 103,000 68,000

リース債務 6,344 6,424

未払金 2,723,412 2,199,448

未払法人税等 846,854 460,000

契約負債 586,019 610,331

その他 1,015,549 760,325

流動負債合計 6,857,875 5,989,565

固定負債

長期借入金 1,078,206 961,958

社債 122,000 108,000

リース債務 14,663 13,027

資産除去債務 12,843 13,119

役員株式給付引当金 37,010 37,289

その他 30,543 23,097

固定負債合計 1,295,267 1,156,490

負債合計 8,153,143 7,146,056

純資産の部

株主資本

資本金 325,832 325,832

資本剰余金 341,127 341,127

利益剰余金 9,677,475 10,073,457

自己株式 △265,208 △265,208

株主資本合計 10,079,227 10,475,209

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 50,612 59,510

評価・換算差額等合計 50,612 59,510

純資産合計 10,129,840 10,534,719

負債純資産合計 18,282,983 17,680,775
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（２）四半期損益計算書

（第１四半期累計期間）

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2025年２月１日
至 2025年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2026年２月１日
至 2026年４月30日)

売上高 9,685,212 11,059,542

売上原価 2,937,781 3,420,934

売上総利益 6,747,431 7,638,607

販売費及び一般管理費 5,687,260 6,455,420

営業利益 1,060,170 1,183,187

営業外収益

受取利息 1,883 4,880

受取保険料 3,413 2,688

受取賃貸料 4,171 4,166

受取手数料 11,782 12,098

その他 7,989 6,946

営業外収益合計 29,241 30,779

営業外費用

支払利息 7,292 6,622

その他 620 800

営業外費用合計 7,912 7,423

経常利益 1,081,499 1,206,543

特別利益

固定資産売却益 19 18

受取補償金 － 56,747

特別利益合計 19 56,765

特別損失

固定資産売却損 － 473

固定資産除却損 2,602 8,013

特別損失合計 2,602 8,486

税引前四半期純利益 1,078,916 1,254,823

法人税等 350,242 400,698

四半期純利益 728,674 854,125
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

(税金費用の計算方法)

税金費用については、四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効

税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。また、見積実効

税率を使用できない場合は、税引前四半期純利益に一時差異に該当しない重要な差異を加減した上で、法定実

効税率を乗じて計算しております。

（セグメント情報等の注記）

当社は飲食事業以外の重要なセグメントがないため、記載を省略しております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（四半期キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第１四半期累計期間
(自 2025年２月１日
至 2025年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2026年２月１日
至 2026年４月30日)

減価償却費 150,522千円 169,962千円

（追加情報）

（取締役に対する株式給付信託（BBT）の導入）

当社は、2018年４月26日開催の第25期定時株主総会決議に基づき、2018年６月25日より、当社取締役（監査

等委員である取締役、及びそれ以外の取締役のうち社外取締役である者を除く。）に対して、中長期的な業績

向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的とし、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT

（＝Board Benefit Trust））」（以下、「本制度」といいます。）を導入しております。

１．取引の概要

当社が拠出する金銭を原資として、本制度に基づき設定される信託を通じて当社株式を取得します。取得し

た当社株式は、取締役に対して、当社が定める「役員株式給付規程」に従い、受益者要件を満たした者に当社

株式等を給付します。

２．信託に残存する当社株式

信託に残存する自社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株

式として計上しています。

なお、当第１四半期会計期間末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、44,431千円、219,600株であ

ります。
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（重要な後発事象）

（自己株式の取得）

当社は、2026年５月25日開催の取締役会において、会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づき、

自己株式の取得に係る事項について、以下のとおり決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上及び経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため。

２．取得に係る事項の内容

（1）取得する株式の種類 ：当社普通株式

（2）取得する株式の総数 ：165,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合0.8％）

（3）株式の取得価額の総額：５億円（上限）

（4）取得期間 ：2026年６月１日～2026年６月30日

（5）取得の方法 ：東京証券取引所における市場買付
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３．補足情報

地域別売上高の状況

前第１四半期
(2026年１月期第１四半期)

当第１四半期
(2027年１月期第１四半期)

(参考)
2026年１月期

店舗数
売上金額
(千円)

構成比
(％)

店舗数
売上金額
(千円)

構成比
(％)

店舗数
売上金額
(千円)

構成比
(％)

ラーメン事業

北海道 53 2,049,479 21.2 54 2,169,732 19.6 54 8,922,834 20.7

茨城県 18 871,509 9.0 19 974,178 8.8 18 3,738,179 8.7

栃木県 10 487,001 5.0 11 543,658 4.9 11 2,117,962 4.9

埼玉県 12 839,862 8.7 12 914,480 8.3 13 3,606,435 8.4

千葉県 16 979,766 10.1 16 1,079,498 9.8 16 4,247,364 9.9

群馬県 8 402,014 4.1 8 425,742 3.9 8 1,723,955 4.0

東京都 2 156,130 1.6 2 172,689 1.6 2 679,606 1.6

宮城県 4 235,124 2.4 4 253,177 2.3 4 1,013,067 2.4

静岡県 7 395,457 4.1 7 436,063 3.9 7 1,720,814 4.0

福島県 4 203,218 2.1 4 214,899 1.9 4 879,696 2.0

神奈川県 4 274,074 2.8 4 356,915 3.2 4 1,332,592 3.1

岐阜県 1 44,624 0.5 1 52,773 0.5 1 199,944 0.5

山梨県 4 191,801 2.0 4 209,857 1.9 4 839,201 1.9

山形県 2 88,522 0.9 2 96,974 0.9 2 388,779 0.9

愛知県 7 447,504 4.6 8 584,843 5.3 8 2,154,115 5.0

三重県 3 162,413 1.7 3 188,028 1.7 3 721,809 1.7

長野県 3 167,025 1.7 3 180,647 1.6 3 728,788 1.7

岩手県 2 104,840 1.1 2 113,647 1.0 2 457,456 1.1

秋田県 2 111,657 1.2 2 116,816 1.1 2 487,642 1.1

青森県 4 178,187 1.8 4 191,704 1.7 4 785,583 1.8

富山県 2 96,696 1.0 2 112,996 1.0 2 424,143 1.0

石川県 2 93,812 1.0 2 103,709 0.9 2 411,971 1.0

兵庫県 3 214,721 2.2 3 257,849 2.3 3 949,346 2.2

福岡県 3 149,870 1.4 4 296,777 2.7 3 979,099 2.3

新潟県 5 219,030 2.3 5 243,469 2.2 5 968,481 2.2

福井県 2 78,400 0.8 2 90,655 0.8 2 347,890 0.8

岡山県 1 73,042 0.8 1 79,626 0.7 1 307,081 0.7

山口県 1 53,860 0.6 2 116,888 1.1 2 417,543 1.0

広島県 1 83,961 0.9 1 99,975 0.9 1 374,304 0.9

滋賀県 1 55,685 0.6 1 73,639 0.7 1 259,105 0.6

和歌山県 1 104,111 1.1 2 165,571 1.5 2 495,870 1.2

香川県 － － － 1 38,224 0.4 － － －

その他 2 71,801 0.7 2 103,829 0.9 2 320,147 0.7

総合計 190 9,685,212 100.0 198 11,059,542 100.0 196 43,000,813 100.0

(注) 店舗数には閉店分も含まれており、各期末時点での店舗数とは一致しておりません。


